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改   正   後 改   正   前 

個④001 所得税及び復興特別所得税の更正の請求書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 

 

通信日付印の年月日 確認印 一連番号  番 号 

年  月  日    
 

   

        

           平成  年分所得税及び復興特別所得税の更正の請求書 
 
 
                           
                 税 務 署 長 
 
          年   月   日 提出     
 
 
          平成   年分所得税及び復興特別所得税について次のとおり更正の請求をします。 
 

請求の目的と

なった申告又

は処分の種類 

 

 

 申告書を提出した日、処分の 

通知を受けた日又は請求の目

的となった事実が生じた日 

年  月  日 

     

更正の請求をする理由、 

請求をするに至った事情 

の詳細、添付した書類等 

 

      請求額の計算書（記載に当たっては、所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引きなどを参照してください。） 
 

 
申告し又は 

処分の通知 

を受けた額 

請 求 額  

申告し又は 

処分の通知 

を受けた額 

請 求 額 

 

総

合

課

税

の

所

得

金

額 

 円 円 
税

額 

④ に 対 す る 金 額 円 円 

 

  

⑤ に 対 す る 金 額 

  

 

   

 

   

⑥ に 対 す る 金 額 
   

   

 

計 
  

 

   
 

配 当 控 除 
投 資 税 額 等 の 控 除 

  
 

   
 

（ 特 定 増 改 築 等 ） 
住 宅 借 入 金 等特 別 控 除 

  
 

合 計 ① 
  

 

  

政党等寄附金等特別控除 
  

 

※  ② 
  

 

  

住 宅 耐 震 改 修特 別 控 除 
住 宅 特 定 改 修 ・ 認 定 
住宅新築等特別税額控除 

  

 

※  ③ 
  

   

差 引 所 得 税 額 
  

 

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額 

雑 損 
医 療 費 控 除 

  

   

災 害 減 免 額 
  

 

社 会 保 険 料 
小規模企業共済等掛金 

控 除 
  

   

再 差 引 所 得 税 額 
（ 基 準 所 得 税 額 ） 

   

生 命 保 険 料 控 除 
  

   

復 興 特 別 所 得 税 額 
   

地 震 保 険 料 
寄 附 金 控 除 

  

   

所得税及び復興特別所得税の額 
   

障 害 者 、 寡 婦 
寡夫、勤労学生 控除 

  

 

  

外 国 税 額 控 除 
   

配 偶 者 控 除 
  

   

所 得 税 及 び 復 興 特 別 
所 得 税 の 源 泉 徴 収 税 額 

   

配 偶 者 特 別 控 除 
  

   

所 得 税 及 び 復 興 特 別 
所 得 税 の 申 告 納 税 額 

   

扶 養 控 除 
人 人 

   

所 得 税 及 び 復 興 特 別 
所 得 税 の 予 定 納 税 額 
（第１期分・第２期分） 

   

基 礎 控 除 
  

 

合 計 
  

 

  
所得税及び復興 
特 別 所 得 税 の 
第３期分の税額 

納 め る 税 金 
  

 

所

得

金

額 

課

税

さ

れ

る 

① に 対 す る 金 額 ④ 
  

 

  還 付 さ れ る 
税 金 

  

 

② に 対 す る 金 額 ⑤ 

  

   

加 算 税 
  申告加算税 

  

 

③ に 対 す る 金 額 ⑥ 

  

   

重 加 算 税 
  

        ※ ②、③の各欄は、「分離短期譲渡所得」、「分離長期譲渡所得」、「株式等の分離譲渡所得等」、「上場株式等の分離配当 
         所得」、「先物取引の分離雑所得等」、「山林所得」、「退職所得」を記載してください。 

 

還付される税金 
 

の 受 取 場 所 

（銀行等の預金口座に振込みを希望する場合） （ゆうちょ銀行の口座に振込みを希望する場合） 

 

 

               

銀 行 

金庫・組合 

農協・漁協 

 

 

           

本店・支店 

出張所 

本所・支所 

貯金口座の 
記 号 番 号 

            

               

（郵便局等の窓口受取りを希望する場合） 

    預金 口座番号                                

 

 

住 所                  職 業        

フリガナ                 

氏 名                  
電 話       
番 号        

この欄には 
書かないで 
ください。 

(
税

理

士 
署
名
押
印 

(

電
話
番
号)

 

㊞ 

り
捨
て
て
く
だ
さ
い
。 

千
円
未
満
の
端
数
は
切 

切
り
捨
て
て
く
だ
さ
い
。 

黒
字
の
場
合
、
百
円
未
満
の
端
数
は 

書
い
て
く
だ
さ
い
。 

赤
字
の
場
合
は
０
と 

(
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 

書  き  方 
 

１ この請求書は、国税通則法第 23 条又は所得税法第 152 条若

しくは同法第 153 条に規定する更正の請求をする場合（東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法第 21 条において、所得税法第 152

条及び第 153 条を準用する場合を含みます。以下同じです。）

に提出するものです。 

２ 平成23年12月２日以後に法定申告期限が到来する国税につ

いて、更正の請求ができる期間は法定申告期限から原則として

５年です。 

  なお、平成 23年 12 月２日より前に法定申告期限が到来する

国税については、更正の請求ができる期間は法定申告期限から

１年です。 

３ 更正の請求書には、取引の記録に基づき請求の理由の基礎と

なる事実を証明する書類を添付しなければなりません。 

４ この請求書の各欄は、次により記載してください。 

  「請求の目的となった申告又は処分の種類」欄には、請求

の目的となった申告又は処分の種類を、例えば、 

  「平成○○年分所得税及び復興特別所得税の確定申告」、 

  「平成○○年分所得税及び復興特別所得税の決定通知」 

  などと記載します。 

  「申告書を提出した日、処分の通知を受けた日又は請求の

目的となった事実が生じた日」欄には、「請求の目的となっ

た申告又は処分の種類」欄に記載した申告の申告年月日又は

処分の通知を受けた日を記載しますが、請求の理由が国税通

則法第 23 条第２項又は所得税法第 152 条若しくは同法第

153 条に規定する事実に基づく場合には、その請求の理由と

なった事実の生じた日を記載します。 

  「更正の請求をする理由、請求をするに至った事情の詳細、

添付した書類等」欄には、更正の請求をする理由、請求をする

に至った事情の詳細その他参考事項をできるだけ詳しく記載

しますが、記載しきれない場合には、適宜別紙に記載して添付

してください。 

  また、添付した書類について、その書類名を記載します。 

   なお、この欄の記載については、下の記載例を参照してくだ

さい。 

  「請求額の計算書」の各欄の記載は、請求の目的となった

年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引きなどを

参照してください。 

  「還付される税金の受取場所」欄には、還付される税金の

受取りに当たって、 

  ① 銀行等の預金口座に振込みを希望される場合は、銀行等

の名称、預金の種類及び口座番号を、 

  ② ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望される場合は、

貯金総合通帳の記号番号を、 

  記載してください。 

   なお、還付される税金の受取りには、預貯金口座（ご本人

名義の口座に限ります。）への振込みをご利用ください。 

  （注） ゆうちょ銀行の各店舗又は郵便局窓口での受取りを

希望される場合は、受取りを希望する郵便局名等を記載

してください。 

５ 変動所得若しくは臨時所得のある方、分離課税とされる土地

建物等の譲渡所得のある方、分離課税とされる株式等の譲渡所

得等のある方又は分離課税とされる先物取引の雑所得等のあ

る方は、それぞれ次の計算書用紙などを「請求額の計算書」の

付表として使用し、例えば、「申告額又は処分の通知額」と「更

正の請求額」とを二段書きにより記載するなどして更正の請求

書に添付してください。 

  変動所得・臨時所得の平均課税の計算書 

  譲渡所得の内訳書（確定申告書付表兼計算明細書）【土地・

建物用】 

  株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書 

  先物取引に係る雑所得等の金額の明細書 

６ 詳しくは、最寄りの税務署におたずねください。 

 

 

【「更正の請求をする理由、請求をするに至った事情の詳細、添付した書類等」欄の記載例】 
 

 この欄の記載に当たっては、例えば、次のように記載してください。 

 ○ 事業所得の金額について誤りがあった場合 

   理  由：事業所得の必要経費（地代家賃：事務所の賃借料）について 12 月分（200,000 円）の経費計上漏れがあり、事業所

得の金額が過大となっていたため。 

   添付書類：決算書（又は収支内訳書）、帳簿書類（地代家賃部分）、事務所の賃借料（12 月分）を支払った領収書 

 

 ○ 医療費控除について控除額に誤りがあった場合 

   理  由：平成×年×月×日に長男が虫歯の治療を行った際に、□□病院（△△市×－×－×）へ支払った医療費（○○○円）

について記載漏れがあり、医療費控除額が過少となっていたため。 

   添付書類：平成×年×月×日に□□病院へ支払った医療費の領収書（○○○円） 

 

 ○ 社会保険料控除について控除額に誤りがあった場合 

   理  由：平成×年中に支払った国民年金保険料について記載漏れがあり、社会保険料控除額が過少となっていたため。 

   添付書類：平成×年分の社会保険料（国民年金保険料）控除証明書 

 

 ○ 扶養控除について控除額に誤りがあった場合 

   理  由：特定扶養親族に該当する子（国税太郎、平成×年×月×日生）について一般の控除対象扶養親族としており、扶養控

除額が過少となっていたため。 

 

 ○ 住宅借入金等特別控除について控除額に誤りがあった場合 

   理  由：□□銀行からの借入金について控除額の計算に含めておらず、住宅借入金等特別控除額が過少となっていたため。 

   添付書類：（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書、□□銀行から交付を受けた住宅取得資金に係る借入金の年

末残高等証明書 

 

書  き  方 
 
１ この請求書は、国税通則法第23条又は所得税法第152条若

しくは同法第 153 条に規定する更正の請求をする場合（東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財

源の確保に関する特別措置法第 21 条において、所得税法第

152 条及び第 153 条を準用する場合を含みます。以下同じで

す。）に提出するものです。 

 

２ 平成 23 年 12 月２日以後に法定申告期限が到来する国税に

ついて、更正の請求ができる期間は法定申告期限から原則と

して５年です。 

  なお、平成 23 年 12 月２日より前に法定申告期限が到来す

る国税については、更正の請求ができる期間は法定申告期限

から１年です。 

 

３ 更正の請求書には、取引の記録に基づき請求の理由の基礎

となる事実を証明する書類を添付しなければなりません。 

 

４ この請求書の各欄は、次により記載してください。 

  

ください。 

  「請求の目的となった申告又は処分の種類」欄には、請

求の目的となった申告又は処分の種類を、例えば、 

  「平成○○年分確定申告」、 

  「平成○○年分決定通知」 

  などと記載します。 

  「申告書を提出した日、処分の通知を受けた日又は請求

の目的となった事実が生じた日」欄には、「請求の目的とな

った申告又は処分の種類」欄に記載した申告の申告年月日

又は処分の通知を受けた日を記載しますが、請求の理由が

国税通則法第23条第２項又は所得税法第152条若しくは同

法第 153 条に規定する事実に基づく場合には、その請求の

理由となった事実の生じた日を記載します。 

  「更正の請求をする理由、請求をするに至った事情の詳

細等」欄には、更正の請求をする理由、請求をするに至っ

た事情の詳細その他参考事項をできるだけ詳しく記載しま

すが、記載しきれない場合には、適宜別紙に記載して添付

してください。 

   「添付した書類」欄には、更正の請求書に添付した書類

名を記載します。 

  「請求額の計算書」の各欄の記載は、請求の目的となっ

た年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引きな

どを参照してください。 

  「還付される税金の受取場所」欄には、還付される税金

の受取りに当たって、 

  ① 銀行等の預金口座に振込みを希望される場合は、銀行

等の名称、預金の種類及び口座番号を、 

  ② ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望される場合

は、貯金総合通帳の記号番号を、 

  記載してください。 

   なお、還付される税金の受取りには、預貯金口座（納税

管理人を指定している場合等を除き、ご本人名義の口座に

限ります。）への振込みをご利用ください。 

  （注） ゆうちょ銀行の各店舗又は郵便局窓口での受取りを

希望される場合は、受取りを希望する郵便局名等を記

載してください。 

 

５ 変動所得若しくは臨時所得のある方、分離課税とされる土

地建物等の譲渡所得のある方、分離課税とされる株式等の譲

渡所得等のある方又は分離課税とされる先物取引の雑所得等

のある方は、それぞれ次の計算書用紙などを「請求額の計算

書」の付表として使用し、例えば、「申告額又は処分の通知額」

と「更正の請求額」とを二段書きにより記載するなどして更

正の請求書に添付してください。 

  変動所得・臨時所得の平均課税の計算書 

  譲渡所得の内訳書（確定申告書付表兼計算明細書）【土

地・建物用】 

  株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書 

  先物取引に係る雑所得等の金額の明細書 

 

６ 詳しくは、最寄りの税務署におたずねください。 

 

【「更正の請求をする理由、請求をするに至った事情の詳細等」欄及び「添付した書類」欄の記載例】 

 これらの欄の記載に当たっては、例えば、次のように記載してください。 

 ○ 事業所得の金額について誤りがあった場合 

 

 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 

事業所得の必要経費（地代家賃：事務所の賃借料）について12月分（200,000円）の経費計上漏れがあり、

事業所得の金額が過大となっていたため。 

 

 添 付 し た 書 類 決算書（又は収支内訳書）、帳簿書類（地代家賃部分）、事務所の賃借料（12月分）を支払った領収書  

 ○ 医療費控除について控除額に誤りがあった場合  

 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 

平成×年×月×日に長男が虫歯の治療を行った際に、□□病院（△△市×－×－×）へ支払った医療費（○

○○円）について記載漏れがあり、医療費控除額が過少となっていたため。 

 

 添 付 し た 書 類 添付書類：平成×年×月×日に□□病院へ支払った医療費の領収書（○○○円）  

 ○ 社会保険料控除について控除額に誤りがあった場合  

 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 

平成×年中に支払った国民年金保険料について記載漏れがあり、社会保険料控除額が過少となっていたた

め。 

 

 添 付 し た 書 類 平成×年分の社会保険料（国民年金保険料）控除証明書  

 ○ 扶養控除について控除額に誤りがあった場合  

 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 

特定扶養親族に該当する子（国税太郎、平成×年×月×日生）について一般の控除対象扶養親族としており、

扶養控除額が過少となっていたため。 

 

 ○ 住宅借入金等特別控除について控除額に誤りがあった場合  

 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 

□□銀行からの借入金について控除額の計算に含めておらず、住宅借入金等特別控除額が過少となっていた

ため。 

 

 
添 付 し た 書 類 

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書、□□銀行から交付を受けた住宅取得資金に係る借

入金の年末残高等証明書 
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改   正   後 改   正   前 

個④002 所得税及び復興特別所得税の予定納税額の減額申請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 
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改   正   後 改   正   前 

個④004 個人事業の開業・廃業等届出書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 

 税務署受付印 

 

個人事業の開業・廃業等届出書 

 

 

           税務署長 

 

    年   月   日提出 

 

 

 

個人事業の開廃業等について次のとおり届けます。 

届 出 の 区 分 

 
該当する文字を

○で囲んでくだ

さい。 

 
開業（事業の引継ぎを受けた場合は、受けた先の住所・氏名を記載します。） 

   住所                             氏名             

事務所・事業所の（新設・増設・移転・廃止） 

廃業（事由） 

（事業の引継ぎ（譲渡）による場合は、引き継いだ（譲渡した）先の住所・氏名を記載します。） 

   住所                             氏名             
 

開業・廃業等日 開業や廃業、事務所・事業所の新増設等のあった日 平成   年   月   日 

事 業 所 等 を 

新増設、移転、

廃止した場合 

新増設、移転後の所在地    （電話）     

移 転 ・ 廃 止 前 の 所 在 地         

廃業の事由が法

人の設立に伴う

ものである場合 

設立法人名    代 表 者 名      

法人納税地     設 立 登 記 平成 年 月 日 

開業・廃業に伴

う届出書の提

出の有無■■■ 

「青色申告承認申請書」又は「青色申告の取りやめ届出書」 有 ・ 無 

消費税に関する「課税事業者選択届出書」又は「事業廃止届出書」 有 ・ 無 

事 業 の 概 要 

できるだけ具体

的に記載しま

す。 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ０ ４ ０ 

 

関与税理士 
 
 
 

（TEL   -   -   ） 

 整

理

欄 

税

務

署 

整 理 番 号 関係部門 
連 絡 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

               
               
               

            源  泉 
用紙交付 通信日付印の年月日 確認印 

             年 月 日  

 

給
与
等
の
支
払
の
状
況 

区 分 従事員数 給 与 の 定 め 方 税額の有無 
そ
の
他
参
考
事
項 

 

専 従 者 人  有・無  

使 用 人   有・無  

   有・無  

計     

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書の

提出の有無 
有・無 給与支払を開始する年月日 平成  年  月  日 

 

納 税 地 

住所地・居所地・事業所等（該当するものを○で囲んでください。） 

 

（TEL   -    -    ） 

上記以外の 

住 所 地 ・ 

事 業 所 等 

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。 

 

（TEL   -    -    ） 

フ リ ガ ナ  
 生
年
月
日 

大正 

昭和  年  月  日生 

平成 
氏    名 

 

㊞ 

職 業 
 フ リ ガ ナ   

屋 号 
  

 

 税務署受付印 

個人事業の開業・廃業等届出書 

 

 

           税務署長 

 

    年   月   日提出 

 

 

 

 

 

 

個人事業の開廃業等について次のとおり届けます。 

届 出 の 区 分 

 
該当する文字を

○で囲んでくだ

さい。 

 
開業（事業の引継ぎを受けた場合は、受けた先の住所・氏名を記載します。） 

   住所                             氏名             

事務所・事業所の（新設・増設・移転・廃止） 

廃業（事由） 

（事業の引継ぎ（譲渡）による場合は、引き継いだ（譲渡した）先の住所・氏名を記載します。） 

   住所                             氏名              

所 得 の 種 類 不動産所得・山林所得・事業（農業）所得  〔廃業の場合……全部・一部（                   ）〕 

開業・廃業等日 開業や廃業、事務所・事業所の新増設等のあった日 平成   年   月   日 

事 業 所 等 を 

新増設、移転、

廃止した場合 

新増設、移転後の所在地    （電話）     

移 転 ・ 廃 止 前 の 所 在 地         

廃業の事由が法

人の設立に伴う

ものである場合 

設立法人名    代 表 者 名      

法人納税地     設 立 登 記 平成 年 月 日 

開業・廃業に伴

う届出書の提

出の有無■■■ 

「青色申告承認申請書」又は「青色申告の取りやめ届出書」 有 ・ 無 

消費税に関する「課税事業者選択届出書」又は「事業廃止届出書」 有 ・ 無 

事 業 の 概 要 

できるだけ具体

的に記載しま

す。 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ０ ４ ０ 

 

関与税理士 
 
 
 

（TEL   -   -   ） 

 整

理

欄 

税

務

署 

整 理 番 号 関係部門 
連 絡 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

               
               
               

            
源  泉 
用紙交付 通信日付印の年月日 確認印 

             年 月 日  

 

給
与
等
の
支
払
の
状
況 

区 分 従事員数 給 与 の 定 め 方 税額の有無 
そ
の
他
参
考
事
項 

 

専 従 者 人  有・無  

使 用 人   有・無  

   有・無  

計     

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書の

提出の有無 
有・無 給与支払を開始する年月日 平成  年  月  日 

 

納 税 地 

住所地・居所地・事業所等（該当するものを○で囲んでください。） 

（〒   －    ） 

 

（TEL   -    -    ） 

上記以外の 

住 所 地 ・ 

事 業 所 等 

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。 

（〒   －    ） 

 

（TEL   -    -    ） 

フ リ ガ ナ  
生
年
月
日 

大正 

昭和  年  月  日生 

平成 
氏    名 

 

㊞ 

職 業 
 フ リ ガ ナ   

屋 号 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 

書 き 方  

１ この届出書は、新たに事業を開始したとき、事業用の事務所・事業所を新設、増設、移転、廃止したとき又は事業を

廃止したときに提出するものです。 

２ この届出書は、事業の開始、廃止等の事実があった日から１か月以内に納税地の所轄税務署長に提出してください。 

なお、新設、増設、移転、廃止にかかる事務所・事業所の所在地が納税地と異なる場合には、これらの事務所・事業所

の所在地を所轄する税務署長にも提出してください。 

３ 「給与等の支払の状況」欄には、届出日現在における給与の支給人員と給与等の支払の状況及びそれらの状況からみ

て源泉徴収をすべき税額があるかどうかを記載します。 

また、「給与の定め方」の項には日給・月給等の区分を記載し、「税額の有無」の項には、各人ごとの給与額及び扶養

親族等の状況等からみて納税すべき税額があるかどうかを判断し、その区分の全員について納付すべき税額がないと認め

られる場合は「無」を、その他の場合は「有」を○で囲んでください。 

なお、「給与支払を開始する年月日」欄には、給与等の支払を開始する日(届出日現在において既に給与等の支払をし

た場合にはその開始をした日)を記載します。 

(注) 給与等の支払事務を行う事務所を廃止した場合には、「その他参考事項」欄に、給与等の支払事務を引き継いだ先

の事務所等の所在地を記載します。 

４ 新たに事業を開始した年から青色申告の申請又は消費税の課税事業者を選択される方は、申請書等を次の期限までに

提出してください。 

 「青色申告承認申請書」 

① １月１５日までに、新たに事業を開始した場合……その年の３月１５日 

② １月１６日以降に、新たに事業を開始した場合……事業を開始した日から２か月以内 

 「課税事業者選択届出書」 

 〇 新たに事業を開始した年の末日(１２月３１日) 

５ 事業を廃止する方で青色申告の取りやめをされる方は、「青色申告の取りやめ届出書」も提出してください。 

また、消費税の課税事業者の方及び課税事業者を選択されている方で、廃業する事業のほかに課税売上げに当たる所得

(不動産所得等)のない方は、「事業廃止届出書」も提出してください。 

 

お 知 ら せ 

１ 事業所得、不動産所得又は山林所得のある白色申告の方については、下記の記帳制度等の適用がありますので、

ご注意ください。 

① 記帳・帳簿書類保存制度 

② 総収入金額報告書を提出する制度 

③ 収支内訳書を確定申告書に添付する制度 

(注) 事業所得、不動産所得又は山林所得を生ずべき業務を行う全ての方（所得税及び復興特別所得税の申告の

必要がない方を含みます。）は、平成26年１月から記帳と帳簿書類の保存が必要となっております。 

詳しいことは、税務署（所得税担当）におたずねください。 

２ １月１日から６月30日までの期間(以下「特定期間」といいます。)内に開業した場合で、その特定期間の課税

売上高が、1,000万円を超えた場合（課税売上高に代えて給与等支払額の合計額により判定することもできます。）

には、開業した翌年において消費税の課税事業者になります。 

この場合、「消費税課税事業者届出書(特定期間用)」を速やかに所轄の税務署長に提出してください。 

 

書 き 方  

１ この届出書は、新たに事業を開始したとき、事業用の事務所・事業所を新設、増設、移転、廃止したとき又は事業を

廃止したときに提出するものです。 

２ この届出書は、事業の開始、廃止等の事実があった日から１か月以内に納税地の所轄税務署長に提出してください。 

なお、新設、増設、移転、廃止にかかる事務所・事業所の所在地が納税地と異なる場合には、これらの事務所・事業所

の所在地を所轄する税務署長にも提出してください。 

 ３ 「所得の種類」欄には、新たに開始した事業又は廃止した事業に係る所得の種類について、該当するものを○で囲んで

ください。 

   また、事業所得を生ずべき事業を２以上（例えば、小売業と建設業など）行っている方がその事業の全部を廃止する場

合は「全部」を、その事業の一部を廃止する場合は「一部」を○で囲んでください。 

なお、「一部」を○で囲んだ場合には、廃止する事業を括弧内に簡記します。 

４ 「給与等の支払の状況」欄には、届出日現在における給与の支給人員と給与等の支払の状況及びそれらの状況からみ

て源泉徴収をすべき税額があるかどうかを記載します。 

また、「給与の定め方」の項には日給・月給等の区分を記載し、「税額の有無」の項には、各人ごとの給与額及び扶養

親族等の状況等からみて納税すべき税額があるかどうかを判断し、その区分の全員について納付すべき税額がないと認め

られる場合は「無」を、その他の場合は「有」を○で囲んでください。 

なお、「給与支払を開始する年月日」欄には、給与等の支払を開始する日(届出日現在において既に給与等の支払をし

た場合にはその開始をした日)を記載します。 

(注) 給与等の支払事務を行う事務所を廃止した場合には、「その他参考事項」欄に、給与等の支払事務を引き継いだ先

の事務所等の所在地を記載します。 

５ 新たに事業を開始した年から青色申告の申請又は消費税の課税事業者を選択される方は、申請書等を次の期限までに

提出してください。 

 「青色申告承認申請書」 

① １月15日までに、新たに事業を開始した場合……その年の３月15日 

② １月16日以降に、新たに事業を開始した場合……事業を開始した日から２か月以内 

 「課税事業者選択届出書」 

 〇 新たに事業を開始した年の末日(12月31日) 

６ 事業を廃止する方で青色申告の取りやめをされる方は、「青色申告の取りやめ届出書」も提出してください。 

また、消費税の課税事業者の方及び課税事業者を選択されている方で、廃業する事業のほかに課税売上げに当たる所得

(不動産所得等)のない方は、「事業廃止届出書」も提出してください。 

 

お 知 ら せ 

１ 事業所得、不動産所得又は山林所得のある白色申告の方については、次の制度の適用がありますので、ご注意

ください。 

① 記帳・帳簿書類保存制度 

② 総収入金額報告書を提出する制度 

③ 収支内訳書を確定申告書に添付する制度 

(注) 事業所得、不動産所得又は山林所得を生ずべき業務を行う全ての方（所得税及び復興特別所得税の申告の

必要がない方を含みます。）は、記帳と帳簿書類の保存が必要となっております。 

２ １月１日から６月30日までの期間(以下「特定期間」といいます。)内に開業した場合で、その特定期間の課税

売上高が、1,000万円を超えた場合（課税売上高に代えて給与等支払額の合計額により判定することもできます。）

には、開業した翌年において消費税の課税事業者になります。 

この場合、「消費税課税事業者届出書(特定期間用)」を速やかに所轄の税務署長に提出してください。 
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改   正   後 改   正   前 

個④005 所得税・消費税の納税地の変更に関する届出書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 
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改   正   後 改   正   前 

個④006 所得税・消費税の納税地の異動に関する届出書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 
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改   正   後 改   正   前 

 

書 き 方  

１ この届出書は、納税地が異動した場合（注）に提出するものです。ただし、①納税地の指定を受けた場合、

②住所を有する者が、その住所地に代えて居所地を納税地とする場合、③住所又は居所を有する者が、そ

の住所地又は居所地に代えて事業所等の所在地を納税地とする場合及び④居所地又は事業所等の所在地

を納税地としていた者が、その納税地に代えて住所地を納税地とする場合は除きます。  

  なお、②から④の場合は、「所得税・消費税の納税地の変更に関する届出書」を提出してください。  

 （注）住所地が納税地である方は転居などがあった場合、事業所の所在地を納税地としている方は事業所

の移転などがあった場合をいいます。  

２ 納税地の異動があった場合は、遅滞なくこの届出書を、異動前の納税地を所轄する税務署長及び異動後

の納税地を所轄する税務署長にそれぞれ提出してください。  

３ 届け出る税目に応じて、標題の「所得税・消費税の……」の「所得税・」又は「・消費税」の不要の文

言を抹消してください。  

４ 「３ 事業所等の所在地及び事業内容」欄は、異動前の納税地の所轄税務署長に提出する届出書には記

載する必要はありません。  

 

 

 

 

留 意 事 項 
[振替納税を利用されている方へ ] 

納税地の異動により管轄の税務署が変更となった場合は、新たに振替納税の手続が必要となります。  

確定申告の時期や、振替納税を利用する国税の法定納期限が迫っている場合は、速やかに「預貯金口座振替依頼

書兼納付書送付依頼書」を、変更後の納税地を所轄する税務署長へ提出願います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書 き 方  

１  この届出書は、納税地が異動した場合に提出するものです。ただし、①納税地の指定を受けた  

 場合、②住所を有する者が、その住所地に代えて居所地を納税地とする場合、③住所又は居所を  

 有する者が、その住所地又は居所地に代えて事業所等の所在地を納税地とする場合及び④居所地  

 又は事業所等の所在地を納税地としていた者が、その納税地に代えて住所地を納税地とする場合  

 は除きます。  

  なお、②から④の場合は、「所得税・消費税の納税地の変更に関する届出書」を提出してくださ  

 い。  

 

 

２  納税地の異動があった場合は、遅滞なくこの届出書を、異動前の納税地を所轄する税務署長及  

 び異動後の納税地を所轄する税務署長にそれぞれ提出してください。  

３  届け出る税目に応じて、標題の「所得税・消費税の……」の「所得税・」又は「・消費税」の  

不要の文言を抹消してください。  

４  「３  事業所等の所在地及び事業内容」欄は、異動前の納税地の所轄税務署長に提出する届出  

 書には記載する必要はありません。  

 

 

 

 

留 意 事 項 
[振替納税を利用されている方へ ] 

納税地の異動により管轄の税務署が変更となった場合は、新たに振替納税の手続が必要となります。  

確定申告の時期や、振替納税を利用する国税の法定納期限が迫っている場合は、速やかに「預貯金口座振替依頼

書兼納付書送付依頼書」を、変更後の納税地を所轄する税務署長へ提出願います。  
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改   正   後 改   正   前 

個④007 所得税・消費税の納税管理人の届出書 
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改   正   後 改   正   前 

 

書 き 方 

１ この届出書は、個人である納税者が納税管理人を選任した場合に提出するものです。 

２ 選任された納税管理人は、不服申し立てに関する事項を除き、次の事項を行うことになります。 

  国税に関する法令に基づく申告、申請、請求、届出その他書類の作成及び提出 

  税務署長等（その所属の職員を含む。）が発する書類の受領 

  国税の納付及び還付金等の受領 

３ この届出書は、納税者の納税地の所轄税務署長に提出してください。 

４ 届け出る税目に応じて、標題及び本文の中の「所得税・消費税の……」の「所得税・」又は「・消費税」

の不要の文言を抹消してください。 

５ 「１ 納税管理人」欄には、納税管理人が法人の場合は、「住所（居所）」欄には、本店又は主たる事務所

の所在地を、「氏名」欄には、法人名及び代表者等氏名を、「職業」欄には、事業内容を、それぞれ記載し

ます。 

６ 「２ 法の施行地外における住所又は居所となるべき場所」欄には、国内に住所及び居所を有しないこと

となる場合に、国外における住所又は居所を記載します。 

（注）納税管理人を解任したときは、「所得税・消費税の納税管理人の解任届出書」を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書 き 方 

１ この届出書は、個人である納税者が納税管理人を選任した場合に提出するものです。 

 

 

 

 

２ この届出書は、納税者の納税地の所轄税務署長に提出してください。 

３ 届け出る税目に応じて、標題及び本文の中の「所得税・消費税の……」の「所得税・」又は「・消費税」

の不要の文言を抹消してください。 

４ 「１ 納税管理人」欄には、納税管理人が法人の場合は、「住所（居所）」欄には、本店又は主たる事務

所の所在地を、「氏名」欄には、法人名及び代表者等氏名を、「職業」欄には、事業内容を、それぞれ記載

します。 

５ 「２ 法の施行地外における住所又は居所となるべき場所」欄には、国内に住所及び居所を有しないこ

ととなる場合に、国外における住所又は居所を記載します。 

（注）納税管理人を解任したときは、「所得税・消費税の納税管理人の解任届出書」を提出してください。 
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改   正   後 改   正   前 

個④009 所得税の青色申告承認申請書 
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改   正   後 改   正   前 

個④010 所得税の青色申告承認申請書（兼）現金主義の計算による旨の届出書 
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改   正   後 改   正   前 

個④014 所得税の青色申告の取りやめ届出書 
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改   正   後 改   正   前 

個④015 青色事業専従者給与に関する（届出・変更届出）書 
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改   正   後 改   正   前 

個④304 輸出物品販売場許可申請の却下通知書 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（同左） 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 

  

 

 輸出物品販売場許可申請の却下通知書                                           

 

1 作成目的  

この通知書は、輸出物品販売場の許可申請について、却下の通知を行う場合に作成する。  

 

2 記載要領等  

  この通知書の各欄は、次により記載する。 

⑴ 「平成  年  月  日付でされた      輸出物品販売場……」の文言中の      の文言 

  次の区分に応じ、「一般型」又は「手続委託型」の文言を抹消する。 

区     分 抹消する文言 

 一般型輸出物品販売場の許可申請について却下の通知を行う場合 「手続委託型」 

 手続委託型輸出物品販売場の許可申請書について却下の通知を行う場合 「一 般 型」 

⑵ 「却下の理由」欄 

却下の理由を具体的に記載する。 

 

3 教示文 

   「不服申立てについて」の項について、「  税務署長」及び「  国税不服審判所首席国税審判官」の空欄に

は、この処分を行う税務署名及び国税不服審判所の支部名をそれぞれ記載する。 

 

4 留意事項  

この通知書は、書留郵便により送付する。 

一 般 型 

手続委託型 

一 般 型 

手続委託型 

 

 

 輸出物品販売場許可申請の却下通知書                                           

 

1 作成目的  

この通知書は、輸出物品販売場の許可申請について、却下の通知を行う場合に作成する。  

2 記載要領等  

  この通知書の各欄は、次により記載する。 

 

項   目 内                  容 

却下の理由 却下の理由を具体的に記載する。 

3 教示文 

   「不服申立てについて」の項について、「  税務署長」及び「  国税不服審判所首席国税審判官」の空欄に

は、この処分を行う税務署名及び国税不服審判所の支部名をそれぞれ記載する。 

4 留意事項  

この通知書は、書留郵便により送付する。 
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改   正   後 改   正   前 

個④304-1 承認免税手続事業者の承認申請の却下通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第４章 諸申請等の処理事務） 



20 

 

改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 

個④304-2 事前承認港湾施設の承認申請の却下通知書 
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改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 

個④321-1 承認免税手続事業者の承認取消通知書 
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改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 

個④321-2 事前承認港湾施設承認の取消通知書 
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改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 
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改   正   後 改   正   前 

個⑥033 外国税額控除に関する明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第６章 申告書用紙及び決算書用紙の送付に関する事務） 

書 き 方 

 

１ この明細書は、居住者が確定申告において所得税法第 95 条及び東日本大震災からの復興のための施策を

実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法（この明細書において「復興財確法」といいます。）

第 14 条に規定する外国税額控除の適用を受ける場合に使用します。 

この場合には、外国所得税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当すること

についての説明を記載した書類等、所得税法施行規則第41条又は第42条に掲げる書類を添付してください。 

  外国税額控除の概要は、「外国税額控除を受けられる方へ」（国税庁ホームページからダウンロードできま

す。なお、税務署にも用意しています。）をご覧ください。 

 

２ この明細書の次の欄は、次により記載してください。 

 (1) 「１ 外国所得税額の内訳」欄 

  イ 「本年中に納付する外国所得税額」の各欄は、本年において納付すべきことが確定した外国所得税額

について、外国所得税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当することに

ついての説明を記載した書類等、所得税法施行規則第 41条第１号及び第３号に掲げる書類を基礎として

記載します。 

    なお、「相手国での課税標準」及び「左に係る外国所得税額」の各欄には、上段（   ）内に外貨に

よる金額を記載し、下段に邦貨に換算した金額を記載します。 

  ロ 「本年中に減額された外国所得税額」の各欄は、前年以前に適用を受けた外国税額控除の計算の基礎

となった外国所得税額が減額された場合に、その減額された外国所得税額について、外国所得税額が減

額されたことを証する書類等を基礎として記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年７年内の各年において外国税額控除の適用を

受けた外国所得税額に限ります。 

(ｲ) 「外国税額控除の計算の基礎となった年分」欄には、減額された外国所得税額について、前年以前

の確定申告において外国税額控除を適用した場合におけるその確定申告をした年分を記載します。 

(ﾛ) 「減額されることとなった日」欄には、その減額されることとなった金額が確定した日（減額され

ることとなった外国所得税に係る還付金の支払通知書等を受領した日）を記載しますが、実際に還付

金を受領した日を記載しても差し支えありません。 

(ﾊ) 「減額された外国所得税額」欄には、上段（   ）内に外貨による金額を記載し、下段に邦貨に

換算した金額を記載します。 

 (2) 「２ 本年分の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算」欄 

  イ この欄は、減額された外国所得税額が本年において納付した外国所得税額を超える場合（１のⒹの金

額がある場合）に記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

  ロ 「㋺ ㋑から控除すべきⒹの金額」欄は、「㋑ 前年繰越額」から控除する「Ⓓ」欄の金額（最も古い

年分の㋑の金額から順次控除するものとして、それぞれの年分の㋑の金額を限度とします。）を書き、そ

の控除後の残額（㋩の金額）を繰り越された控除限度超過額として、５の「Ⓖ」、「Ⓗ」、「Ⓘ」欄にそれ

ぞれ転記します。 

ハ 「Ⓓ」欄の金額のうち、「Ⓔ」欄の金額を超える部分の金額は、その年分の雑所得の総収入金額に算入

します。 

 (3) 「３ 所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「①」欄には、申告書第一表の「税金の計算」欄の「再差引所得税額（基準所得税額）」欄の金額を転

記します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

  ロ 「②」欄には、次のⓐとⓑの合計額に退職所得金額、山林所得金額を加算した金額（申告分離課税の

所得がある場合には、それらの所得金額（特別控除前）の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金

額になります。）を加算した金額）を記載します。 

書 き 方 

 

１ この明細書は、居住者が確定申告において所得税法第 95 条及び東日本大震災からの復興のための施策を

実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法（この明細書において「復興財確法」といいます。）

第 14 条に規定する外国税額控除の適用を受ける場合に使用します。 

この場合には、外国所得税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当すること

についての説明を記載した書類等、所得税法施行規則第41条又は第42条に掲げる書類を添付してください。 

  外国税額控除の概要は、「外国税額控除を受けられる方へ」（国税庁ホームページからダウンロードできま

す。なお、税務署にも用意しています。）をご覧ください。 

  なお、国外転出時課税に係る外国税額控除の適用を受ける方は、「書き方（国外転出時課税に係る外国税額

控除を受けられる方用）」をご覧ください。 

 

２ この明細書の次の欄は、次により記載してください。 

 (1) 「１ 外国所得税額の内訳」欄 

  イ 「本年中に納付する外国所得税額」の各欄は、本年において納付すべきことが確定した外国所得税額

について、外国所得税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当することに

ついての説明を記載した書類等、所得税法施行規則第 41条第１号及び第３号に掲げる書類を基礎として

記載します。 

    なお、「相手国での課税標準」及び「左に係る外国所得税額」の各欄には、上段（   ）内に外貨に

よる金額を記載し、下段に邦貨に換算した金額を記載します。 

  ロ 「本年中に減額された外国所得税額」の各欄は、前年以前に適用を受けた外国税額控除の計算の基礎

となった外国所得税額が減額された場合に、その減額された外国所得税額について、外国所得税額が減

額されたことを証する書類等を基礎として記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年７年内の各年において外国税額控除の適用を

受けた外国所得税額に限ります。 

(ｲ) 「外国税額控除の計算の基礎となった年分」欄には、減額された外国所得税額について、前年以前

の確定申告において外国税額控除を適用した場合におけるその確定申告をした年分を記載します。 

(ﾛ) 「減額されることとなった日」欄には、その減額されることとなった金額が確定した日（減額され

ることとなった外国所得税に係る還付金の支払通知書等を受領した日）を記載しますが、実際に還付

金を受領した日を記載しても差し支えありません。 

(ﾊ) 「減額された外国所得税額」欄には、上段（   ）内に外貨による金額を記載し、下段に邦貨に

換算した金額を記載します。 

 (2) 「２ 本年分の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算」欄 

  イ この欄は、減額された外国所得税額が本年において納付した外国所得税額を超える場合（１のⒹの金

額がある場合）に記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

  ロ 「㋺ ㋑から控除すべきⒹの金額」欄は、「㋑ 前年繰越額」から控除する「Ⓓ」欄の金額（最も古い

年分の㋑の金額から順次控除するものとして、それぞれの年分の㋑の金額を限度とします。）を書き、そ

の控除後の残額（㋩の金額）を繰り越された控除限度超過額として、５の「Ⓖ」、「Ⓗ」、「Ⓘ」欄にそれ

ぞれ転記します。 

ハ 「Ⓓ」欄の金額のうち、「Ⓔ」欄の金額を超える部分の金額は、その年分の雑所得の総収入金額に算入

します。 

 (3) 「３ 所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「①」欄には、申告書第一表の「税金の計算」欄の「再差引所得税額（基準所得税額）」欄の金額を転

記します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

  ロ 「②」欄には、次のⓐとⓑの合計額に退職所得金額、山林所得金額を加算した金額（申告分離課税の 
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別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第６章 申告書用紙及び決算書用紙の送付に関する事務） 

   所得がある場合には、それらの所得金額（特別控除前）の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金

額になります。）を加算した金額）を記載します。 

   ⓐ 事業所得、不動産所得、利子所得、給与所得、総合課税の配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合

計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。） 

   ⓑ 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。）

の２分の１の金額 

    ただし、純損失や雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除、特定居住

用財産の譲渡損失の繰越控除、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除、特定中小会社が発行した株式に

係る譲渡損失の繰越控除又は先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用を受けている場合には、

その適用前の金額を記載します。 

    また、「国外所得総額③」が上記の金額を超えるときは、「国外所得総額③」の金額を限度とします。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

  ハ 「③」欄には、その年において生じた国内源泉所得以外の所得のみについて所得税を課するものとし

た場合に課税標準となるべきその年分の所得金額を記載します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額は国外所得総額に含めます。 

    また、この欄に記載した国外所得の金額の計算の明細の分かる書類をこの明細書に添付してください。 

  ニ 「④」欄には、「所得税額①」に「所得総額②」のうちに占める「国外所得総額③」の割合を乗じて計

算した金額を記載します。 

 (4) 「４ 復興特別所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「⑤」欄には、３の「①」欄の金額に 2.1％の税率を乗じて計算した金額を書きます。 

  ロ 「⑥」欄には、３の「②」欄の金額を転記します。 

  ハ 「⑦」欄には、３の「③」欄の金額を転記します。 

  ニ 「⑧」欄には、「復興特別所得税⑤」に「所得総額⑥」のうちに占める「国外所得総額⑦」の割合を乗

じて計算した金額を記載します。 

 (5) 「５ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細」欄 

   この欄は、本年において所得税法第 95条第２項の規定による繰越控除余裕額の控除若しくは同条第３項

の規定による繰越控除限度超過額の控除を受けようとする場合、又は翌年以後に繰り越す控除余裕額若

しくは控除限度超過額を計算する場合に、次により記載します。 

  イ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除余裕額」の各欄（㋦～㋻）には、「外国所

得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額に満たないときに記載し、「控除限度超過額㋕」欄

には、「外国所得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額を超えるときに記載します。 

  ロ 「前３年以内の控除余裕額又は控除限度超過額の明細」の各欄を記載する場合において、前３年以内

に納付すべきことが確定した外国所得税額を必要経費に算入した年分があるときは、その算入した年分

以前の各年分の控除余裕額又は控除限度超過額は、切り捨てられますので、注意してください。 

  ハ 「控除余裕額」の「㋟本年使用額」欄には、本年において「控除限度超過額㋕」の金額がある場合に、

所得税、道府県民税及び市町村民税のそれぞれの控除余裕額の前年繰越額を、最も古い年分のものから

順次、かつ、同一年分のものについては所得税の前年繰越額、道府県民税の前年繰越額、市町村民税の

前年繰越額の順に控除限度超過額に充当するものとして計算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除余裕額のうち、次のニの本書により前年から

繰り越された控除限度超過額に充当された金額（充当の順序は、所得税、道府県民税、市町村民税の準

とします。）を記載します。 

  ニ 「控除限度超過額」の「㋡本年使用額」欄は、本年において「控除余裕額」の「計㋻」の金額がある

場合に、控除限度超過額の前年繰越額を最も古い年分のものから順次控除余裕額に充当するものとして

計算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除限度超過額のうち上記ハの本書により前年か

ら繰り越された控除余裕額に充当された金額を記載します。 

   所得がある場合には、それらの所得金額（特別控除前）の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金

額になります。）を加算した金額）を記載します。 

   ⓐ 事業所得、不動産所得、利子所得、給与所得、総合課税の配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合

計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。） 

   ⓑ 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。）

の２分の１の金額 

    ただし、純損失や雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除、特定居住

用財産の譲渡損失の繰越控除、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除、特定中小会社が発行した株式に

係る譲渡損失の繰越控除又は先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用を受けている場合には、

その適用前の金額を記載します。 

    また、「国外所得総額③」が上記の金額を超えるときは、「国外所得総額③」の金額を限度とします。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

  ハ 「③」欄には、その年において生じた国内源泉所得以外の所得のみについて所得税を課するものとし

た場合に課税標準となるべきその年分の所得金額を記載します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額は国外所得総額に含めます。 

    また、この欄に記載した国外所得の金額の計算の明細の分かる書類をこの明細書に添付してください。 

  ニ 「④」欄には、「所得税額①」に「所得総額②」のうちに占める「国外所得総額③」の割合を乗じて計

算した金額を記載します。 

 (4) 「４ 復興特別所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「⑤」欄には、３の「①」欄の金額に 2.1％の税率を乗じて計算した金額を書きます。 

  ロ 「⑥」欄には、３の「②」欄の金額を転記します。 

  ハ 「⑦」欄には、３の「③」欄の金額を転記します。 

  ニ 「⑧」欄には、「復興特別所得税⑤」に「所得総額⑥」のうちに占める「国外所得総額⑦」の割合を乗

じて計算した金額を記載します。 

 (5) 「５ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細」欄 

   この欄は、本年において所得税法第 95条第２項の規定による繰越控除余裕額の控除若しくは同条第３項

の規定による繰越控除限度超過額の控除を受けようとする場合、又は翌年以後に繰り越す控除余裕額若

しくは控除限度超過額を計算する場合に、次により記載します。 

  イ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除余裕額」の各欄（㋦～㋻）には、「外国所

得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額に満たないときに記載し、「控除限度超過額㋕」欄

には、「外国所得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額を超えるときに記載します。 

  ロ 「前３年以内の控除余裕額又は控除限度超過額の明細」の各欄を記載する場合において、前３年以内

に納付すべきことが確定した外国所得税額を必要経費に算入した年分があるときは、その算入した年分

以前の各年分の控除余裕額又は控除限度超過額は、切り捨てられますので、注意してください。 

  ハ 「控除余裕額」の「㋟本年使用額」欄には、本年において「控除限度超過額㋕」の金額がある場合に、

所得税、道府県民税及び市町村民税のそれぞれの控除余裕額の前年繰越額を、最も古い年分のものから

順次、かつ、同一年分のものについては所得税の前年繰越額、道府県民税の前年繰越額、市町村民税の

前年繰越額の順に控除限度超過額に充当するものとして計算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除余裕額のうち、次のニの本書により前年から

繰り越された控除限度超過額に充当された金額（充当の順序は、所得税、道府県民税、市町村民税の準

とします。）を記載します。 

  ニ 「控除限度超過額」の「㋡本年使用額」欄は、本年において「控除余裕額」の「計㋻」の金額がある

場合に、控除限度超過額の前年繰越額を最も古い年分のものから順次控除余裕額に充当するものとして

計算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除限度超過額のうち上記ハの本書により前年か

ら繰り越された控除余裕額に充当された金額を記載します。 
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別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第６章 申告書用紙及び決算書用紙の送付に関する事務） 

 

 

１ この明細書は、所得税法（以下「所法」といいます。）第 95 条の２の規定（以下「国外転出時課税に係

る外国税額控除」といいます。）の適用を受ける方（所法第 153 条の５の規定による更正の請求を行う方を

含みます。）が、所法第 95 条第５項の規定により確定申告書、修正申告書又は更正請求書に添付すべきも

のです。 

  このほか、国外転出時課税に係る外国税額控除の適用を受ける方は、その適用に係る外国所得税が課さ

れたことを証する書類及びその課された税が所法第 95 条の２第１項に規定する外国所得税に該当するこ

とについての説明を記載した書類等、所得税法施行規則第 41 条又は第 42 条（同令第 43 条の規定により読

み替えて適用される場合を含みます。）に掲げる書類を添付してください。 

 (1) 国外転出時課税に係る外国税額控除を受けられる方 

   次のイ又はロに該当する方が適用を受けることができます。 

  イ 国外転出（国内に住所及び居所を有しないこととなることをいいます。以下同じです。）をした日の

属する年分の所得税につき所法第 60 条の２第１項から第３項までの規定の適用を受けた方で、所法

137 条の２第１項又は第２項の規定による納税の猶予を受けている方 

  ロ 国外転出をした日の属する年分の所得税につき所法第 60 条の２第１項から第３項までの規定の適

用を受けるべき方で、その国外転出の時までに国税通則法第 117 条第２項の規定による納税管理人の

届出をしている方 

 (2) 適用要件 

   次のイ及びロの要件を満たす場合に適用を受けることができます。 

  イ ロの外国所得税に関する法令において、その外国所得税額の計算に当たって所法第 60 条の２の規定

の適用を受けたことを考慮しないものとされていること 

  ロ 納税猶予に係る期限まで（上記(1)イの方の場合）又は国外転出の日の属する年分の所得税に係る確

定申告期限まで（上記(1)ロの方の場合）に、所得税法施行令第 226 条の２第１項に規定する対象資産

（以下「対象資産」といいます。）の同項に規定する譲渡等（以下「譲渡等」といいます。）をした場

合において、当該譲渡等により生じる所得（所法第 164 条第１項各号に定める国内源泉所得に該当す

るものを除きます。２の(1)において同じです。）に対して課される外国所得税（日本以外の国又は地

域の居住者等として課されるものに限ります。２の(1)において同じです。）を納付することとなるこ

と 

 

２ この明細書の次の欄は、それぞれ次により記載してください。 

 (1) 「１ 外国所得税額の内訳」欄 

  イ 「本年中に納付する外国所得税額」の各欄は、本年において納付すべきことが確定した外国所得税額

について記載するほか、国外転出をした後に納付すべきことが確定した外国所得税額のうち対象資産

の譲渡等により生じる所得に対して課されるものについて記載します。 

 具体的には、当該外国所得税の課税期間の所得に対して課される外国所得税額から、当該対象資産

の譲渡等により生じる所得がないものとした場合における当該課税期間の所得に対して課される外

国所得税額を控除した金額（以下「対象資産外国所得税額」といいます。）について、外国所得税が課

されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当することについての説明を記載した

書類等、所得税法施行規則第 41条第１号及び第３号に掲げる書類を基礎として記載します。 

ただし、次の場合には、それぞれ次に定める金額を「左に係る外国所得税額」の各欄に記載するこ

ととし、対象資産外国所得税額をその記載した金額の上段に括弧書きで記載してください。 

   (ｲ) 当該外国所得税が当該対象資産の相続（限定承認に係るものに限ります。）又は遺贈（包括遺贈の

うち限定承認に係るものに限ります。）により生じる所得に課されるものである場合で、「左に係る

外国所得税額」の各欄に記載した対象資産外国所得税額が所法第 137 条の２第１項に規定する納税

猶予分の所得税額（当初の納税猶予分の所得税額。ただし、既に同条第５項の規定の適用があった

金額の合計額を除きます。）を超えるとき 当該納税猶予分の所得税額 

書 き 方 
（国外転出時課税に係る外国税額控除を受けられる方用） 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第６章 申告書用紙及び決算書用紙の送付に関する事務） 

   (ﾛ) 当該外国所得税が当該対象資産の移転（所法第 60 条の２第４項に規定する譲渡若しくは決済又は

贈与による移転をいいます。）により課されるものである場合で、「左に係る外国所得税額」の各欄

に記載した対象資産外国所得税額が所法第 137 条の２第５項に規定する政令で定めるところにより

計算した金額（※「納税猶予期限の一部確定する所得税等の金額に関する計算書」に従って計算し

た場合の⑦の金額）を超えるとき 当該計算した金額 

     なお、「相手国での課税標準」及び「左に係る外国所得税額」の各欄には、上段（   ）内に外貨

による金額を記載し、下段に邦貨に換算した金額を記載します。 

  ロ 「本年中に減額された外国所得税額」の各欄は、前年以前に適用を受けた外国税額控除の計算の基礎

となった外国所得税額が減額された場合に、その減額された外国所得税額について、外国所得税額が減

額されたことを証する書類等を基礎として記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

   (ｲ) 「外国税額控除の計算の基礎となった年分」欄には、減額された外国所得税額について、前年以前

の確定申告において外国税額控除を適用した場合におけるその確定申告をした年分を記載します。 

   (ﾛ) 「減額されることとなった日」欄には、その減額されることとなった金額が確定した日（減額され

ることとなった外国所得税に係る還付金の支払通知書等を受領した日）を記載しますが、実際に還付

金を受領した日を記載しても差し支えありません。 

   (ﾊ) 「減額された外国所得税額」欄には、上段（   ）内に外貨による金額を記載し、下段に邦貨に

換算した金額を記載します。 

 (2) 「２ 本年分の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算」欄 

  イ この欄は、減額された外国所得税額が本年において納付した外国所得税額を超える場合（１のⒹの金

額がある場合）に記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

  ロ 「㋺ ㋑から控除すべきⒹの金額」欄は、「㋑ 前年繰越額」から控除する「Ⓓ」欄の金額（最も古い

年分の㋑の金額から順次控除するものとし、それぞれの年分の㋑の金額を限度とします。）を書き、その

控除後の残額（㋩の金額）を繰り越された控除限度超過額として、５の「Ⓖ」、「Ⓗ」、「Ⓘ」欄にそれぞ

れ転記します。 

ハ 「Ⓓ」欄の金額のうち、「Ⓔ」欄の金額を超える部分の金額は、その年分の雑所得の総収入金額に算入

します。 

 (3) 「３ 所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「①」欄には、申告書第一表又は更正請求書の「再差引所得税額（基準所得税額）」欄の金額を転記し

ます。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

  ロ 「②」欄には、次のⓐとⓑの合計額に退職所得金額、山林所得金額を加算した金額（申告分離課税の

所得がある場合には、それらの所得金額（特別控除前）の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金

額になります。）を加算した金額）を記載します。 

   ⓐ 事業所得、不動産所得、利子所得、給与所得、総合課税の配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合

計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。） 

   ⓑ 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。）

の２分の１の金額 

    ただし、純損失や雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除、特定居住

用財産の譲渡損失の繰越控除、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除、特定中小会社が発行した株式に

係る譲渡損失の繰越控除又は先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用を受けている場合には、

その適用前の金額を記載します。 

    また、「国外所得総額③」が上記の金額を超えるときは、「国外所得総額③」の金額を限度とします。 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第６章 申告書用紙及び決算書用紙の送付に関する事務） 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

  ハ 「③」欄には、その年において生じた国内源泉所得以外の所得のみについて所得税を課するものとし

た場合に課税標準となるべきその年分の所得金額を記載します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額は国外所得総額に含めることとし、対象資産外国所得

税額を課されることとなった対象資産の譲渡等に係る所法第60条の２第１項から第３項までの規定の

適用により生じたものとみなされた所得の金額を含めます。 

    また、この欄に記載した国外所得の金額の計算の明細の分かる書類をこの明細書に添付してください。 

  ニ 「④」欄には、「所得税額①」に「所得総額②」のうちに占める「国外所得総額③」の割合を乗じて計

算した金額を記載します。 

 (4) 「４ 復興特別所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「⑤」欄には、３の「①」欄の金額に 2.1％の税率を乗じて計算した金額を書きます。 

  ロ 「⑥」欄には、３の「②」欄の金額を転記します。 

  ハ 「⑦」欄には、３の「③」欄の金額を転記します。 

  ニ 「⑧」欄には、「復興特別所得税額⑤」に「所得総額⑥」のうちに占める「国外所得総額⑦」の割合を

乗じて計算した金額を記載します。 

 (5) 「５ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細」欄 

   この欄は、本年において所法第 95条第２項の規定による繰越控除余裕額の控除若しくは同条第３項の規

定による繰越控除限度超過額の控除を受けようとする場合、又は翌年以後に繰り越す控除余裕額若しく

は控除限度超過額を計算する場合に、次により記載します。 

  イ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除余裕額」の各欄（㋦～㋻）には、「外国所

得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額に満たないときに記載し、「控除限度超過額㋕」欄

には、「外国所得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額を超えるときに記載します。 

  ロ 「前３年以内の控除余裕額又は控除限度超過額の明細」の各欄を記載する場合において、前３年以内

に納付すべきことが確定した外国所得税額を必要経費に算入した年分があるときは、その算入した年分

以前の各年分の控除余裕額又は控除限度超過額は、切り捨てられますので、注意してください。 

  ハ 「控除余裕額」の「㋟本年使用額」欄には、本年において「控除限度超過額㋕」の金額がある場合に、

所得税、道府県民税及び市町村民税のそれぞれの控除余裕額の前年繰越額を、最も古い年分のものから

順次、かつ、同一年分のものについては所得税の前年繰越額、道府県民税の前年繰越額、市町村民税の

前年繰越額の順に控除限度超過額に充当するものとして計算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除余裕額のうち、次のニの本書により前年から

繰り越された控除限度超過額に充当された金額（充当の順序は、所得税、道府県民税、市町村民税の順

とします。）を記載します。 

  ニ 「控除限度超過額」の「㋡本年使用額」欄は、本年において「控除余裕額」の「計㋻」の金額がある

場合に、控除限度超過額の前年繰越額を最も古い年分のものから順次控除余裕額に充当するものとして

計算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除限度超過額のうち上記ハの本書により前年か

ら繰り越された控除余裕額に充当された金額を記載します。 
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改   正   後 改   正   前 
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個⑫029 更正決定等通知書（分離課税の短期譲渡所得の税額計算書／付表の四の二） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 個人課税事務提要新旧対照表（様式編Ⅰ：法令解釈通達）（第 12章 更正、決定等事務） 

  
    分離課税の短期譲渡所得の税額計算書 
 
 
 
 

       平成  年分                      氏 名                      殿 

 
 

      変動所得・臨時所得の平均課税を適用した場合の上の⑦の金額の計算 
 

平  均  課  税  対  象  金  額 
（「変更所得・臨時所得の平均課税の計算書」の⑬の金額） 

⑩ 
円 円  

⑥ が ⑩ の 金 額 

を 超 え る 場 合 

 
⑪ 

  

特 別 所 得 金 額 

(⑥－⑪) 
⑫ 

  

⑥ が ⑩ の 金 額 

以 下 の 場 合 

 
⑪ 

  

特 別 所 得 金 額 

(⑥－⑪) 
⑫ 

  

税 
 
 

 
 
 

額 

調 整 所 得 金 額 ⑪ に 対 す る 税 額 ⑬ 
  

平 均 税 率 ( 
⑬

⑪
 × 100 ) 

（小数点以下切り捨て） 
⑭ 

％ ％ 

特 別 所 得 金 額 

⑫ に 対 す る 税 額 
(⑫×⑭) ⑮ 

円 円 

税 額 の 合 計 ( ⑬ ＋ ⑮ ) ⑯ 
  

 

 ○Ａ        前の額 ○Ｂ       後の額 
増減（△印）差額 

（○Ｂ －○Ａ ） 

課 税 さ れ る 

 

 

所 得 金 額 

総    所    得 ① 

円 円 円 

短 期 譲 

渡 所 得 

一 般 所 得 分 ②    

軽 減 所 得 分 ③    

総 所 得 ① に 対 す る 税 額 ④   

 

一

般

所

得

分

の

税

額

計

算 

短 期 譲 渡 所 得 ② × 40 ％ ⑤   

 

⑥   

 
⑦   

（ ⑦ － ④ ） × 110 ％ ⑧   

 
⑨   

円 

軽

減

所

得

分

の

税

額

計

算 

短 期 譲 渡 所 得 ③ × 20 ％ ⑤   

 

 

⑥   

 
⑦   

（ ⑦ － ④ ） ⑧   

 
⑨   

円 

○Ｃ  

通知書の別表の「算出税額」欄の短期譲渡所得に対す 

る税額は、この計算書によって計算してあります。 （                   ） 

円

(1,000円未満の端数切り捨て)

)総所得①
短 期 譲渡

所 得 ②
－

(特別控除 )
＋(

平均課税を適用した

場合は下の⑯の金額( )⑥に対する税額

短 期 譲 渡 所 得 ②

に 対 す る 税 額(
⑤と⑧のいずれ

か多い方の金額)

円

(1,000円未満の端数切り捨て)

)所 得 ③
総所得① ＋(

短 期 譲渡
－

(特別控除 )

平均課税を適用した

場合は下の⑯の金額( )⑥に対する税額

短 期 譲 渡 所 得 ②

に 対 す る 税 額(
⑤と⑧のいずれ

か多い方の金額)

付
表
の
四
の
二 

４
５

(1,000円未満の端数切り捨て)

×

調 整 所 得 金 額

)⑥－⑩(

１
５

(1,000円未満の端数切り捨て)

×

調 整 所 得 金 額

)⑥－⑩(

（ ）のうち（ ）目 


